
福岡県信用保証協会 

Ⅰ 法人の概要（平成 25 年 4 月 1 日現在）

1 所 在 地    福岡県福岡市博多区博多駅南 2-2-1 

2 設 立 年 月 日    昭和 24 年 3 月 29 日 

3 代 表 者    会長  牛尾 長生 

4 基 本 財 産    53,514,194 千円 

5 北九州市の出捐金    437,070 千円（出捐の割合 0.8％） 

6 役 職 員 数 

人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 23 人 0 人 0 人 23 人 

常 勤 6 人 0 人 0 人 6 人 

非常勤 17 人 0 人 0 人 17 人 

職 員 180 人 0 人 0 人 180 人 

Ⅱ 平成 24 年度事業実績 

平成 24 年度は、県内中小企業の金融円滑化を図るために、前年度に引き続き「一歩踏み込んだ保証」

に取り組み、借入金の一本化など個々の企業の資金ニーズに対応した提案型保証の推進、中小企業の目

線に立った保証支援を行いました。 

しかしながら、平成 24年度はセーフティネット保証 5号の利用が浸透したことや、長引く景気低迷に

より設備投資などの新たな資金需要が乏しかったことなどから、保証承諾 4，127 億円（前年比 88．5％）、

保証債務残高 1兆 1,504 億円（前年比 94.4％）と、いずれも前年度を下回る結果となりました。 

経営支援・期中管理については、中小企業金融円滑化法の再延長を踏まえ、金融機関と連携し、中小

企業の事業実態把握に努め、返済緩和などの条件変更を積極的に行いました。 

また、金融機関や支援機関等が参加する中小企業支援ネットワークを立ち上げ、中小企業の経営改善

に向けた新たな取り組みを開始しました。 

事故報告受付については、中小企業の経営改善の取り組みとして早い段階で個々の企業の実状に応じ

た経営支援・期中管理を行った結果、前年度を下回る額にとどまり、また代位弁済額についても 266 億

円と前年比 98.0％となりました。 

求償権回収については、有担保求償権の減少、担保価格の下落、無保証人求償権の増加など質的劣化

が進んでおり、回収環境は厳しい状況にありますが、引き続き有担保求償権の本部一元管理、無担保求

償権の保証協会サービサーへの全件委託を行うとともに、夜間・休日督促により求償権関係顧客との折

衝を増加するなど、効率的かつ効果的な回収に努めた結果、求償権実際回収額は 53 億円と前年度を上回

る結果となりました。 

以上の結果、平成 24 年度決算は、収支差額 46 億 1,129 万円を計上し、また経常収支比率は、責任共

有負担金の納付開始等に伴い 62.6％と前年比 5.3 ポイントの上昇となりました。 
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【保証承諾・代位弁済等の状況】 

区分 項目 平成 24 年度 前年比 

件数 32,945 件 94.2%
保証承諾  

金額 412,697 百万円 88.5%

件数 112,348 件 98.4%
期末保証債務残高 

金額 1,150,407 百万円 94.4%

件数 2,651 件 96.2%
代位弁済  

金額 26,573 百万円 98.0%

【求償権回収等の状況】 

区分 項目 平成 24 年度 前年比 

完済件数 97 件 92.4%

回収額 1,513 百万円 88.2%

償却件数 2,653 件 78.6%
求償権 

償却額 24,997 百万円 94.1%

件数 2,404 件 96.0%
期末求償権 

金額 9,628 百万円 100.7%

Ⅲ 平成24年度決算 

1 貸借対照表 

平成25年3月31日現在（単位：千円） 

借      方 貸      方 
科    目 金   額 科    目 金   額 

現 金 845 基 本 財 産 53,514,195
現 金 845 基 金 11,052,269
小 切 手 0 基 金 準 備 金 42,461,925

預 け 金 39,542,913 制度改革促進基金 0
当 座 預 金 38,839 収支差額変動準備金 22,739,732
普 通 預 金 19,455,905 責 任 準 備 金 7,063,397
通 知 預 金 0 求償権償却準備金 2,469,352
定 期 預 金 20,006,000 退 職 給 与 引 当 金 2,437,866
郵 便 貯 金 42,170 損 失 補 償 金 19,991,098

金 銭 信 託 0 保 証 債 務 1,150,407,454
有 価 証 券 59,773,782 求 償 権 補 て ん 金 0

国 債 0 保 険 金 0
地 方 債 33,277,800 損 失 補 償 補 て ん 金 0
社 債 26,472,082 借 入 金 0
株 式 23,900 長 期 借 入 金 0
受 益 証 券 0 （うち日本政策金融公庫分） 0

その他有価証券 0 短 期 借 入 金 0
新 株 予 約 権 0 （うち日本政策金融公庫分） 0
再 生 フ ァ ン ド 出 資 0 収支差額変動準備金造成資金 0

動 産 ・ 不 動 産 2,518,534
事 業 用 不 動 産 2,374,354 雑 勘 定 26,136,981
事 業 用 動 産 144,180 仮 受 金 30,701
所 有 動 産 ・ 不 動 産 0 保 険 納 付 金 348,938

損失補償金見返 19,991,098 損 失 補 償 納 付 金 316,970
保 証 債 務 見 返 1,150,407,454 未 経 過 保 証 料 25,379,326
求 償 権 9,628,143 未 払 保 険 料 6,329
譲 受 債 権 0 未 払 費 用 54,716
雑 勘 定 2,897,305
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仮 払 金 189,815
保 証 金 1,500
厚 生 基 金 108,015
連 合 会 出 資 金 24,870
連 合 会 勘 定 212
未 収 利 息 121,388
未 経 過 保 険 料 2,451,505
制度改革促進基金造成資金 0
合     計 1,284,760,075 合     計 1,284,760,075

2 収支計算書                自 平成24年 4月 1日 

                                   至 平成25年 3月31日（単位：千円） 

科      目 金  額 科      目 金 額 

経 常 収 入 14,162,481 経 常 外 収 入 33,665,242

保 証 料 9,906,498 償 却 求 償 権 回 収 金 458,409

預 け 金 利 息 33,759 責 任 準 備 金 戻 入 7,400,360

有 価 証 券 利 息 配 当 金 775,494 求 償 権 償 却 準 備 金 戻 入 2,564,424

調 査 料 0 求 償 権 補 て ん 金 戻 入 23,241,451

延 滞 保 証 料 6,881 保 険 金 19,483,383

損 害 金 76,740 損 失 補 償 補 て ん 金 3,758,068

事 務 補 助 金 1,819,721 補 助 金 0

責 任 共 有 負 担 金 1,403,764 そ の 他 収 入 598

雑 収 入 139,624
経 常 支 出 8,869,476 経 常 外 支 出 34,409,414
業務費 3,228,325 求 償 権 償 却 24,839,483
役 職 員 給 与 1,479,324 譲 受 債 権 償 却 0
退 職 給 与 引 当 金 繰 入 127,822 有 価 証 券 償 却 0
そ の 他 人 件 費 292,153 雑 勘 定 償 却 19,017
旅 費 17,508 退 職 金 4,235
事 務 費 701,769 責 任 準 備 金 繰 入 7,063,397
賃 借 料 54,046 求 償 権 償 却 準 備 金 繰 入 2,469,352
動 産 ・ 不 動 産 償 却 106,300 そ の 他 支 出 13,929
信 用 調 査 費 12,190
債 権 管 理 費 394,263
指 導 普 及 費 17,208
負 担 金 25,743 経 常 外 収 支 差 額 ▲ 744,171

借入金利息 0 制度改革促進基金取崩額 62,454
信用保険料 5,087,157 収支差額変動準備金取崩額 0
責任共有負担金納付金 553,994 当 期 収 支 差 額 4,611,287
雑支出 0 当期収支差額変動準備金繰入額 2,300,000

経 常 収 支 差 額 5,293,005 基本財産繰入額又は基本財産取崩額 2,311,287

Ⅳ 平成25年度事業計画 

平成 21 年 12 月に施行され、約 3年 4 ヶ月にわたって中小企業の資金繰りを下支えしてきた「中小企

業金融円滑化法」が平成 25年 3月末に期限切れを迎え、県内中小企業を取り巻く環境はさらに厳しい状

況となることも予測されます。 

そのような中、国は経営力強化保証の創設等、中小企業の支援・育成に向けた様々な施策を打ち出し

ており、当協会としても中小企業のニーズに沿ったきめ細やかな保証支援を行うなど、中小企業の成長

に向けた施策を積極的に推進していきます。 

また、中小企業支援ネットワーク「中小企業経営改善・金融サポート会議（ふくおかサポート会議）」

を軸として、金融機関・商工団体等関係機関とより一層連携し、中小企業の経営改善に向けた支援と経

営力強化保証等の推進、弾力的な返済緩和の条件変更による資金繰りの支援を行います。 

さらに、債権管理部門においては、有担保求償権の減少や無担保求償権の質的劣化等、回収環境は依
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然として厳しい状況にありますが、サービサーや関係部署との連携を強化し、顧客との折衝機会を増や

すなど創意工夫に努め、回収の最大化を図ります。 

あわせて、組織の管理運営においては、事務効率化や経費削減等の推進により経営基盤の強化を図る

とともに、コンプライアンス態勢の一層の充実を図ることとします。 

平成 25 年度の保証承諾等の主要業務数値（見通し）は、以下の通りです。 

Ⅴ 役 員 名 簿

平成 25 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備     考 

会 長 牛 尾 長 生 常勤  

副 会 長 末 吉 紀 雄 福岡県商工会議所連合会会長 

副 会 長 安 藤 正 伸 常勤  

専務理事 平 嶋 靖 弘 常勤  

常務理事 馬 場 忠 久 常勤  

理 事 東 中 川  析  夫 常勤  

理 事 今 村 修 二 福岡県商工部長 

理 事 宮 浦  寛 福岡県議会議員（新社会推進商工委員会委員長） 

理 事 髙  島  宗 一 郎 福岡市長 

理 事 北 橋 健 治 北九州市長 

理 事 楢 原 利 則 久留米市長 

理 事 城  戸  津 紀 雄 福岡県商工会連合会会長 

理 事 正  木  計 太 郎 福岡県中小企業団体中央会会長 

理 事 谷  正 明 福岡銀行頭取 

理 事 久 保 田  勇  夫 西日本シティ銀行頭取 

理 事 佐  藤  清 一 郎 筑邦銀行頭取 

理 事 加 藤 敏 雄 北九州銀行頭取 

理 事 末 松  修 福岡中央銀行頭取 

理 事 野 口 昌 宏 商工組合中央金庫福岡支店長 

理 事 成 田 雅 彦 りそな銀行九州営業本部長 

常任監事 松 村  渉 常勤  

監 事 中 村 英 隆 福岡県信用金庫協会会長 

監 事 進 谷 庸 助 進谷公認会計士税理士事務所長 

項 目 金 額 

保証承諾 3，700 億円

保証債務残高 10，800 億円

代位弁済 330 億円

求償権回収 48 億円
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